
議第５号議案   

 

教育予算の拡充等に関する意見書の提出  

 

教育予算の拡充等に関し、関係行政機関へ意見書を提出したいので、次のとお

り提出する。  

 

令和２年７月７日提出  

 

こども青少年・教育委員会    

委員長  斉  藤  伸  一     



教 育 予 算 の 拡充 等 に 関す る 意 見書  

 

義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 は 、 義務 教 育 無償 の 原 則 に のっ と り 教育 の 機 会均 等 と

教 育 水 準 の 維 持 向 上 を 図 る こ と を目 的 とし 、 我 が 国 の義 務 教 育の 円 滑 な推 進 を 支

え て き た 根 幹 的 制 度 で あ る 。  

し か し な が ら 、 国 に お い て は 、義 務 教 育費 国 庫 負 担 制度 に つ いて 、 平 成 18年 ４

月 か ら 国 庫 負担 の 割 合 を ３ 分 の １ に 引 き下 げ る 改 正 が行 わ れ たと こ ろ であ る 。  

平成 29年度には県費負担教職員給与負担事務が指定都市へ移譲されるとともに、

公 立 義 務 教 育諸 学 校 の 学 級 編 制 及び 教 職員 定 数 の 標 準に 関 す る法 律 等 の一 部 改 正

が あ っ た と ころ で あ る。 本 市 に おい て は、 令 和 元 年 度か ら 教 職員 定 数 の一 部 を 市

単 独 予 算 で 拡充 し て い る が 、 新 学習 指 導要 領 へ の 対 応や 、 働 き方 改 革 のた め の 指

導 ・ 運 営 体 制の 構 築 、い じ め や 不登 校 等の 学 校 教 育 上の 課 題 等に 適 切 に対 応 す る

た め に は 、 教職 員 定 数 の さ ら な る改 善 が不 可 欠 で あ ると と も に、 国 に よる 適 切 な

地 方 財 政 措 置が 必 須 と な る 。  

教 育 が 未 来 へ の 先 行 投 資 で あ るこ と を 考え る と 、 教 職員 の 人 材確 保 や 学校 施 設

の 整 備 な ど 教 育 環 境 を 等 し く 整 えて い くた め に は 、 教育 予 算 を充 実 し てい く こ と

が 極 め て 重 要 で あ る 。  

よ っ て 、 政 府に お か れ て は 、 新型 コ ロ ナウ イ ル ス 感 染症 対 策 に全 力 で 取り 組 ん

で い る 中 に あっ て も 、学 校 に お ける 働 き方 改 革 や 複 雑化 ・ 困 難化 す る 教育 課 題 へ

の 対 応 を 可 能と す る 大 幅 な 定 数 改 善 を 実施 す る こ と 、義 務 教 育費 国 庫 負担 制 度 の  

精神を尊重し、教育の充実に向けて国の予算を拡充していくことを強く要望する。 

こ こ に 横 浜 市 会 は 、 全 会 一 致 をも っ て 、地 方 自 治 法 第 99条 の 規定 に よ り意 見 書

を 提 出 す る 。  

 

   令 和 ２年 ７ 月 ７日  

 



 内 閣 総 理 大 臣 

 総 務 大 臣 

 財 務 大 臣 

 文 部 科 学 大 臣 

 

                           横浜 市 会 議長     

                            横  山  正  人   

 

宛 て  


	010【議案表紙】教育予算の拡充等に関する意見書
	020【議案本文】教育予算の拡充等に関する意見書



